
事　業　概　要 要求額

教育機関（学校を除
く）アセットマネジメ
ント

昭和４０年代から５０年代にかけて集中的に建設され，今後一斉に更新時期を迎えること
から大きな財政負担が予想される市有建築物について，計画性をもって適切に維持管理す
ることで，①建築物の長寿命化，②経済性の向上，③社会的要請等（耐震化の推進，地球
温暖化対策，少子高齢化社会への対応）への対応を図る。
そこで，教育委員会が所管する施設（学校を除く）について，適切な施設の改修等を行
う。

260,400 □公民等役割分担の検討

□既存施策との整合性検討

■事業内容・実施手法の検討

■後年度財政負担の検討

教　育　委　員　会　予　算　要　求　の　内　容

事　業　名

（単位：千円）

検 討 が 必 要 な 事 項


